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特定農山村地域における農林業等の活性化のための

基盤整備の促進に関する法律について

I 本法制定の背景

(1) いわゆる中山間地域は，耕地面積，農業従

事者数及び農業粗生産額においてそれぞれ全国の

約4割を占めるなど我が国農業生産において大き

な地位を占めるとともに，地域における農林業の

生産活動を通じて，国土や環境の保全等の多様な

役割を果たしているところであるが，他方，これ

らの地域においては，地勢等の地理的条件が悪

く，一般に農業の生産条件が不利であることに加

え，近年，農林業の担い手の減少・高齢化の進行

が著しいことから，農林業の生産活動が停滞し，

これに伴い耕作放棄地等が増大しつつある。さら

に，魅力ある就業・所得確保の機会が乏しいこと

もあって，農林業のみならず地域社会全体の活力

が低下しつつあり，このまま推移すれば，中山間

地域の果たすべき役割に重大な支障を生ずること

が懸念されている O

(2) このような状況の下で，昨年 6月に「新し

い食料・農業・農村政策の方向」が公表されると

ともに，本年 1月農政審議会において「今後の中

山間地域対策の方向」が取りまとめられたところ

である。これらの中で示されたように，中山間地

域においては，各地域の諸条件に応じて，その創

意工夫を生かしつつ，農林業の活性化を図るとと

もに，農林地の効率的かつ総合的な利用，他産業

の導入等を行うことにより，地域における就業・

所得機会の増大を図ることが急務となっている O

(3) 以上のような観点から，関係省庁が連携し

て，中山間地域について，農林業を中心としてそ

の他の事業を含めた活性化のための基盤の整備を

促進するための措置を講ずることとし，本年 3月

国会に提出し，去る 6月8日成立， 9月28日施行

したところである。

農林水産省構造改善局農政部就業改善課

課長補佐佐藤速水

E 本法の概要

次に，本法の概要について述べることとする。

1. 対象地域

本法の対象地域(特定農山村地域〉は，地勢等

の地理的条件が悪く，農業の生産条件が不利な地

域であり，かつ，農林業が重要な事業である地域

として，その要件については，政令で定められて

いる。なお，対象市町村数は， 1，730市町村であ

る。

また，特定農山村地域については，主務大臣が

これを公示することとしている。(第 2条第 4項〉

2. 基盤整備計画の作成(第 4条〉

特定農山村地域の市町村は，地域の特性を生か

して，農林業等活性化基盤整備計画を作成するこ

とができることとしている。

計画事項は次のとおりであるが，このうち，②

については都道府県知事の承認を要するものとし

ている。

① 農林業その他の活性化の目標

② 農林業等活性化基盤整備促進事業の実施に

関する事項

③ ②に関連した農林業生産の基盤の整備・開

発及び産業の振興を図るための公共施設の整

備に関する事項

④ その他主務省令で定める事項

なお，②の「農林業等活性化基盤整備促進事業」

とは，具体的には市町村が行う次に掲げる事業を

いうものとされている。(第 2条第 3項〉

ア 次に掲げる農林業その他の事業の活性化を図

るための措置の実施を促進する事業

a 新規の作物の導入その他生産方式の改善に

よる農業経営の改善(食用きのこその他の林

産物の生産を併せ行なうものを含む。〉及び



平成5年 9月1日 農業と科学 第三種郵便物認可 (7) 

刷1."'''IJIIIIII..""rU''llhr~'''' \J 'I 1t IIII''__'川川山， ....'IIIIIUII "， ..llll'III" _，同Il llhllll~"IIIIIIIJ Jl r 回目目 11.11 川四..， 11川 "11"圃 11111" 1".....川 JIIIJII_. ， JI" Il 'II -.，，: ~μ"1' ・ 11'.....川1"1111‘"， 1 1J "llhl~ "， I I' I'lhfl_四1IIIhdl ，....司川川 ""...."11111

安定に関する措置

b 農用地及び森林の保全及び農林業上の利用

の確保に関する措置

c 需要の開拓，新商品の開発その他地域特産

物の生産及び販売に関する措置

d 都市住民の農林業の体験その他の都市等と

の地域間交流に関する措置

e その他地域における就業機会の増大に寄与

する措置

イ アの a"..._.eの措置の実施に必要な施設(農林

業等活性化基盤施設〉の整備を促進する事業

ウ 農林地所有権移転等促進事業(農林地の農林

業上の効率的かつ総合的な利用の確保及び農林

業等活性化基盤施設の円滑な整備の促進を図る

ため，農林地等を対象として，所有権の移転等

を促進する事業)

エ 農林業等を担うべき人材の育成・確保その他

農林業その他の事業の活性化を促進するために

必要な事業

このように，市町村の作成する基盤整備計画

は，地域において，農林業を中心とした事業の振

興を図るために市町村が行うソフト活動，これを

支援するための施設整備と必要な土地の確保，権

利移転の円滑化などが主たる内容となっている

が，その性格は，地域での話合いを積み上げて，

農林業を中心とした事業の振興を通じた地域の活

性化を図っていくための基本となるものである。

したがって，ここに記載された内容は，既存の制

度や事業，あるいは今後登場しうる新たな支援策

の中で採り上げられることによって，その実行を

図っていくことになる。

3. 農業経営改善及び安定計画の認定及び資金

の確保(第 5条及び第 6条)

地域ぐるみでの新規作物の導入その他生産方式

の改善による農業経営の改善・安定を促進するた

め，農業者の組織する団体がその構成員のために

作成する農業経営改善安定計画についての市町村

による認定制度を創設じ，この認定を受けた計画

の実施に対する国及び都道府県の資金の確保の努

力規定が設けられている。

なお，本措置に関連した予算措置として，濃密

な営農指導の下，認定を受けた計画を作成した団

体やその構成員に対し，実際の収入が目標収入を

一定以上下回った場合，その差額を限度(上限10

アール(叉は家畜一頭〉当たり 50万円〉に，経営

費を低利(平成 5年 6月4日現在 4.0%) で融通

する制度(中山間地域経営改善・安定資金融通促

進事業〉を創設したところである O

4. 農林業等活性化基盤施設設置事業計画の認

定及び課税の特例(第 7条及び第15条〉

農林業等活性化基盤施設の設置に係る事業を行

おうとする者の作成する事業計画についての市町

村による認定制度を創設し，認定を受けた計画に

従って設置した施設については，税制上の特例措

置(特別償却等〉が講じられることとされている。

5. 所有権移転等促進計画の作成等(第 8条~

第11条〉

所有権移転等促進計画は，農林地の農林業上の

効率的かつ総合的な利用の確保及び農林業等活性

化基盤施設の円滑な整備の促進を図るため，農林

地等を対象として，所有権の移転等を促進するた

めの計画であり，その作成手続等は，次のとおり

である。

① 基盤整備計画を作成した市町村は， 3の認定

を受けた団体若しくはその参加構成員叉は 4の

認定を受けた者の申出があった場合において必

要があるときその他農林地所有権移転等促進事

業を行おうとするときは，農業委員会の決定を

経て，所有権移転等促進計画を定めるものとす

る。

この計画の計画事項は次のとおりである。

ア 所有権の移転等を行う者及び受ける者の氏

名，住所等

イ 対象となる土地の所在，地番，地目及び面積

ウ 所有権の移転等の後における土地の利用目的

，移転の時期，対価等

② 所有権移転等促進計画は，農地転用叉は市街

i 化調整区域内の開発行為に係る権利移動を含む

ときには，都道府県知事の承認を受けなければ

、ならないこととされており，この場合，その計

画が農地転用に係るものを含むときには，都道

府県知事はあらかじめ都道府県農業会議の意見

を聴かなければならないこととされている。

'③ 市町村はF 所有権移転等促進計画を定めたと
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きは，遅滞なくその旨を公告するものとし，当

該公告時に所有権の移転等の受果が生ずること

とされている。

また，当該計画に基づく所有権移転等について

は，登記の特例措置(嘱託登記)，税制上の特例

措置(譲渡所得の特別控除 (800万円〉等〉を講

ずることとしている。

6. 森林組合法の特例(第12条〉

地域における農用地の保全のため，一定の手続

きを経て，森林組合は，委託をうけて農作業を行

う事業を実施することができることとされてい

る。

7. 土地改良法の特例(第14条)

基盤整備計画で位置付けられた一定の林業用施

設については，土地改良事業の実施に伴う共同減

歩によりその用地を生み出せることとされてい

る。

8. 地方財政上の措置(第16条及び、第18条〉

第 3セクターによる一定の農林業等活性化基盤

施設の整備に係る不均一課税に伴う減収補てん措

置及び地方債の特例措置を講ずるこどとされてい

る。

9. その他

このほか，農業協同組合と森林組合の連携(第

13条入国等の援助(第17条)，農林業生産基盤の

一体的な整備等の促進(第19条)，国有林野の活

用(第21条)，生活環境の整備(第22条)に関す

る規定等が設けられている。

また，この法律における主務大臣は，国土庁長

官，農林水産大臣，通商産業大臣，建設大臣及び

自治大臣とされている(第23条〉。

亜 おわりに

本法の施行により，山村振興法，過疎地域活性

化特別措置法等の既存の地域振興立法と相まっ

て，中山間地域の活性化が図られるようにしてい

きたいと考えている。

(参考〉特定農山村法と既存の地域振興立法との関係

事業の活性化のた

めの基盤の整備

・新規作物の導入等農業

経営の改善・安定

・農林地の適正利用等農

業上の最適土地利用

・地域特産物の生産・販売

・地域間交流

・就業機会の増大

・これらのための施設の

整備

特定農山村法
連携

-ソフト面の基盤整備の重視

-道路、港湾

・工業用水等

-生活道

・下水道、

農業集

落排水

施設

・住宅

・医療、

福祉等

地域振興立法

過疎地域活性化特別措置法等)

・ハード面の整備が中心

豊かで住みよい農山村


